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１．五間堀川圏域の災害発生の防止
又は軽減に関する事項
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（１）五間堀川圏域の治水面の目標
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●50年に一度程度の降雨（五間堀川圏域：計画日雨量300mm，
増田川圏域：計画日雨量309mm）が発生した場合に想定される
洪水に対する浸水防止

●超過洪水（昭和61年8月豪雨〃平成6年9月洪水など）が発生し
た場合でも氾濫被害を軽減できるよう危機管理体制の強化，地域
防災力の強化

●高潮・津波からの被害の防止〃軽減を図るために河口部では明
治三陸地震規模の津波遡上高に対応し，堤防の高さをT.P+3.7m
に設定

●五間堀川圏域・増田川圏域を含めた仙台平野東部低平地の内水
対策を関係機関と連携しながら対策を検討



●分水路については〃岩沼市街地拡幅回避と下流河道負担軽
減のため〃南長谷分水路と押分分水路の両方を設置

●赤井江〃南貞山運河については遊水地規模と流末処理のポ
ンプ量の比較により河道拡幅幅を決定

（２）基本高水・計画高水検討フロー
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確率雨量・計画
雨量の検討

流出計算

流出モデル

洪水処理方式
の比較

河道計画の検討
分水路，赤井江
遊水地

基
本
高
水
検
討

計
画
高
水
検
討

●確率規模
●計画対象雨量

●流出モデルは貯留関数法を採用
・土地利用の変化を表現することが可能であり〃山地

を含む流域で適合度がよい

●流域分割（直接流域・間接流域）
●内水排水量の検討

●①ダム案〃②遊水地案〃③現川拡幅案〃④分水路・赤
井江遊水地〃南貞山運河拡幅案を比較し〃分水路案を
採用

●計画対象降雨
●計画規模



■ 降雨パターンについては〃S16～H2
の仙台（気象庁）のデータにH2～H24
のデータを追加し〃再検証

○ H6.9,H14.7,H23.9の降雨パターン
を追加

○ 時間雨量〃二日雨量がワンランク上
の確率1/80を越える波形については〃
棄却（H23.9降雨を棄却）

＜確認結果＞
全体計画と同じS19.9降雨を採用

（３）確率計画雨量
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●計画対象雨量 300mm/日
●計画対象降雨 昭和19年9月降雨
●計画規模 1/50（流域面積,人口,一般資産額,工業出荷額などにより決定）

■ 確率規模を算定した雨量データ〃手法
について最新のデータをふまえて再検証

○ 日雨量〃時間雨量を長期観測されてい
る仙台観測所を採用

○ 確率算定手法については〃トーマス法〃
新手法で比較

○ 降雨データについてはS61以降のデー
タを追加

＜確認結果＞
全体計画(H7.2)での雨量以下となった

ため，全体計画を踏襲

計画雨量のチェック確率雨量のチェック

確率雨量算定結果 実績降雨波形及び引き伸し降雨波形（S19.9）

日雨量

1/10 1/30 1/50 1/100

全体計画時（仙台M21～S61）
トーマス
（全資料と上位10個のドッグレッグ）

155 244 300 387

トーマス
（全資料と上位10個のドッグレッグ）

150 239 288 363

新手法（Gev・JackKnife推定値） 154 213 245 269 SLSC=0.022

3時間雨量

1/10 1/30 1/50 1/100

全体計画時（仙台S15～S61）
トーマス

（全資料と上位10個のドッグレッグ）
91 145 174 219

トーマス
（上位10個資料のドッグレッグ）

91 134 156 189

新手法（Gev・JackKnife推定値） 82 120 142 178 SLSC=0.021

備考

備考

仙台(S15～H10）

確率年
降雨 確率処理手法

降雨 確率処理手法
確率年

仙台(S2～H11）仙台(S2～H24)



（４）流出計算(流出解析モデル)
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●設定した降雨から流量を算出するため〃流出解析を実施(雨量→流量へ)
●五間堀川圏域について〃地形状況から小流域へ分割

直接流域(雨水が直接河川へ流入)と間接流域(直接流入できずポンプなどによ
り排水)に分割

流域分割図（五間堀川）

志賀沢川

五間堀川

南貞山運河

直接流域

間接流域

直接流域 67.8km2
間接流域 23.0km2

流域モデル図



（５）内水排水量の変更
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● 広域地盤沈下による排水量の増加を考慮(82.5m3/s→94.27m3/s)
岩沼市下水道41.32→44.92m3/s

農業用排水34.25→40.85m3/s〃仙台空港6.93→8.5m3/s

仙台空港排水量排水機場区域(農業用排水)

蒲崎

藤曽根

相の釜

寺野

閖上

単位(m3/s)
閖上 寺野 相の釜 藤曽根 三軒茶屋 県営蒲崎 合計

震災前 9.25 9.00 7.00 7.50 - 1.50 34.25

震災後 10.45 9.60 8.80 7.50 3.00 1.50 40.85

差 6.6

図：排水機場区域

図：見直し後の仙台空港排水計画



（６）基本高水流量
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S19 319

全体計画 320

①

S19 481

全体計画 486

②

S19 500

全体計画 505

③
S19 170

全体計画 180

④

S19 201

全体計画 210

⑤

S19 697

全体計画 714

⑥

S19 697

全体計画 714

⑦

1/50規模
●五間堀川圏域

①南長谷
320m3/s

⑤志賀沢川
210m3/s

⑥志賀沢川合流後
714m3/s



（７）洪水処理方式の比較検討

9

①ダム案 ②遊水地案 ③現川拡幅案
④分水路・赤井江遊水
地・南貞山運河拡幅案

合計 1,695億円 合計 519億円

H7.2時点資料



※１ 流量ハイドロ・・・時間とともに変化する流量
※２ 不定流計算・・・時間の経過によって水深や流速などが変化する状態を計算

ほかに等流計算(水深〃流速が一定)〃不等流計算(場所により水深・流速が変化)といった計算手法がある。

（８）貞山運河区間の高水検討
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ハイドロ ハイドロ ハイドロ

五間堀川 川内沢川

川内沢川
放水路

増田川

不定流計算区間

● 貞山運河は、赤井江より北側が「一級河川名取川水系南貞山運河」、赤井江より南側
が「一級河川阿武隈川水系五間堀川」となるが、洪水時の流れは、阿武隈川水位が上が
り新浜(しんはま)水門が閉扉する場合が多く、貞山運河としては南側から北側へ流れ、
閖上漁港より排水されることから圏域を跨ぐものの一体として検討

● 各支川から流量ハイドロ※１が流入する形で一次元不定流計算※２を実施

赤井江

新浜
水門



越流堤の高さについて
●越流堤が低すぎる場合には、

洪水ピーク前に遊水地容量を
先に使ってしまうため、ピー
クカットができず多くの拡幅
が必要。

●越流堤が高すぎる場合は、遊
水地に洪水が入らずピーク
カット量が小さくなり、多く
の拡幅が必要

（９）赤井江遊水地
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● 赤井江遊水池については〃入口の現況川幅を固定し〃南貞山運河を極力拡幅し
ないよう越流堤の高さを設定

● 赤井江流末の排水機場の能力は〃複数の越流堤高さと南貞山運河の拡幅幅より
最適な組合せを決定

南貞山
運河

五間堀川

排水機場
10m3/s

太平洋

越流堤
L=70m

T.P〒1.75m

赤井江平面図

17m拡幅

海岸堤防
T.P+7.2m

岩沼海浜
緑地



（１０）計画高水流量（南貞山運河合流前）
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S19 319

全体計画 320

①

S19 39

全体計画 30

②

S19 173

全体計画 180

③

S19 19

全体計画 20

④

S19 170

全体計画 180

⑤

S19 201

全体計画 210

⑥

S19 219

全体計画 230

⑦

S19 219

全体計画 230

⑧

1/50規模
●五間堀川圏域

①南長谷
320m3/s

⑤志賀沢川
210m3/s

⑥志賀沢川合流後
230m3/s

五間堀川下流部への流
量を調整



（１０）計画高水流量（南貞山運河合流後）
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→250



（１１）五間堀川圏域整備区間（平面図）
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赤井江排水機場
10m3/s

P

赤井江
遊水池

五間堀川
貞山運河区間
(L=7,550m)

五間堀川
志賀沢工区
(L=2,500m)

五間堀川
下流工区

(L=2,600m)



（１２）五間堀川圏域整備区間（横断図）
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凡例
現況地形
計画断面

五間堀川 貞山運河区間 横断図

五間堀川 志賀沢川工区 横断図

五間堀川 下流工区 横断図

約73m

約78m

約45m

P



（１３）河口部の堤防の考え方(地盤沈下)
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● 東北地方太平洋沖地震により地盤沈下が発生
各河川とも補正量は40cm程度

五間堀川震災前後
の地盤高比較

五間堀川上流側

0.20m

2000年
補正量0.15m



（１３）河口部の堤防の考え方(地盤沈下)
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五間堀川震災前後
の地盤高比較

五間堀川下流側

0.25m

2000年
補正量0.20m

● 地盤沈下の影響により地
盤高を一律40cmスライド
ダウンし〃水位を計算



（１４）Ｌ１津波に対応した堤防整備の考え方
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最大水位
T.P+2.7m

●閖上漁港前面での想定津波高さT.P+2.7m（明治三陸津波シミュレーション）

堤防高さは余裕高さ1mを追加

●運河など〃海岸線に近接し平行に流れる河川については〃低部から越流するこ
とがないように堤防高さを一定に設定

●中貞山運河〃南貞山運河〃増田川〃川内沢川〃五間堀川の河口部については〃
T.P+3.7mで設定

閖上漁港
中貞山運河

南貞山運河

増田川
広浦

川内沢川



（１４）Ｌ１津波に対応した堤防整備の考え方
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五間堀川

志賀沢川 川内沢川
増田川

南貞山運河五間堀川

阿武隈川

名取川

● 五間堀川の河口部及び貞山運河区間についてはT.P〒3.7mに堤防
を嵩上げして整備

中貞山運河

五間堀川圏域及び増田川圏域のレベル1津波に対応した堤防整備区間



２．増田川圏域の災害発生の防止又
は軽減に関する事項
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（１）増田川圏域の治水面の目標
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●50年に一度程度の降雨（五間堀川圏域：計画日雨量300mm，
増田川圏域：計画日雨量309mm）が発生した場合に想定される
洪水に対する浸水防止

●超過洪水（昭和61年8月豪雨〃平成6年9月洪水など）が発生し
た場合でも氾濫被害を軽減できるよう危機管理体制の強化，地域
防災力の強化

●高潮・津波からの被害の防止〃軽減を図るために河口部では明
治三陸地震規模の津波遡上高に対応し，堤防の高さをT.P+3.7m
に設定

●五間堀川圏域・増田川圏域を含めた仙台平野東部低平地の内水
対策を関係機関と連携しながら対策を検討



増田川（全体計画(H8.3)を踏襲）
●河道掘削案を基本に遊水地案を比較し〃河道の法勾配

変更案を採用

（２）基本高水・計画高水検討フロー
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確率雨量・計画
雨量の検討

流出計算

流出モデル

洪水処理方式の
比較
河道計画の検討

基
本
高
水
検
討

計
画
高
水
検
討

●確率規模
●計画対象雨量

●流出モデルは貯留関数法を採用
・土地利用の変化を表現することが可能であり〃山地

を含む流域で適合度がよい

●流域分割（直接流域・間接流域）
●内水排水量の検討

川内沢川（全体計画(H8.3)を踏襲）
●ダム〃遊水池〃放水路〃河道改修の組合せにより〃６

ケースを比較
●利水〃環境面を比較し⑥ダム+放水路+河道改修案を採用

●計画対象降雨
●計画規模



■ 降雨パターンについては
○ S16.7,S18.9,S22.9,S23.9,S25.8に

近年の降雨パターンを追加(11パターン)
○ 樽水観測所の実績雨量474 mm/日は

1/185相当となり〃県内他河川と比較
して突出して大きいため棄却

（３）確率計画雨量
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●計画対象雨量 309mm/日
●計画対象降雨 昭和23年9月降雨
●計画規模 1/50（流域面積,人口,一般資産額,工業出荷額などにより決定）

前回の河川整備計画を踏襲

計画雨量のチェック確率雨量のチェック

確率雨量算定結果

降雨パターン引伸し率
(増田川)

■ 確率規模を算定した雨量データ〃手
法について全体計画を踏襲

○ 日雨量〃時間雨量を樽水観測所の
データに仙台観測所のデータを追加して
採用

○ 確率算定手法については〃Hazen上
位10位を採用

降雨パターン引伸し率
(川内沢川)



（４）流出計算（流出解析モデル）
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●設定した降雨から流量を算出するため〃流出解析を実施(雨量→流量へ)
●増田川圏域について〃地形状況から小流域へ分割

直接流域(雨水が直接河川へ流入)と間接流域(直接流入できずポンプなどによ
り排水)に分割

 

 

図エラー! 指定したスタイルは使われていません。-1 川内沢川流域分割図 

     直接流域 

     間接流域 

ダム流域 

桑
唐
沢
流
域 

中の沢残流域 

残流域② 

間
接
① 

間接② 

間接③ 

残流域① 

南沢４ 

南沢 1 

南沢 2 

南沢 3 

流域分割図（川内沢川）

直接流域 13.6km2
間接流域 3.7km2

直接流域 間接流域

流域分割図（増田川）

直接流域 32.4km2
間接流域 22.2km2



（５）基本高水流量
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基本高水流量配分図
（増田川） 1/50

上町川 上堀川

JR東北本線 国道４号

増田承水路

館腰
承水路

130 160 200 310

単位：m3/s

基本高水流量配分図
（川内沢川） 1/50

40 85 115 130 150



（６）洪水処理方式の比較検討
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● 増田川については，寺野橋～河口区間を除き整備済
● 川内沢川については〃河道改修〃ダム〃遊水地〃放水路の組合せの比

較により〃ダム〒放水路〒現河道拡幅案を採用 （前回計画を踏襲）
治水方式

保有機能
・

・

洪水防御

（利水補給なし）

・

・

洪水防御

利水補給（既得農業用水、正常流量）

洪水処理
の考え方

・ 放水路を設けるとともに、分流地点上流河道の拡幅を行う。 ・ ダムにより調節を行うとともに放水路を設ける。更に分流地点上流河道の拡
幅を行う。

・ 川内沢川の改修（6.0km） ・ 川内沢川の改修（6.0km）
・ 放水路の開削（L＝5.6km） ・ 川内沢ダムの建設（V＝170万m3）

・ 放水路の開削（L＝5.6km）

計画概要

(m3/s) (m3/s)

・ ・

・ ・

・ 上流部改修済み区間の再改修が必要となる。
×

・ 上流部の改修済み区間の大規模な再改修は発生しない。
○

・ 利水効果はなし。
現在と同様な流況のまま川幅だけが拡くなることから、特に上流側は、水面
幅、水深が小さく河川環境としての多様性は乏しい
×

・ ダムから利水容量が補給されるため、渇水被害の軽減等が図られる。
ダムから正常流量が供給されるため、自然豊かな河川環境の創出が可能。
○

・ 6案と同等の利水機能を持つ利水専用ダムを別途建設した場合、55億円の建
設費が必要となる。
×

・ 6案の治水機能と同等の治水専用ダムの建設費は65億円であり、+15億円を投
じることで、利水機能を持つ多目的ダムとすることができる。
○

その他異常洪水、
異常渇水に対して

・

・

短期的な集中豪雨に対しては、貯留施設がないことから、河川下流部に急激
な水位上昇を与えるおそれがある。
×
異常渇水に対して、利水機能を持たないため、深刻な渇水被害が発生するお
それがある。
×

・

・

短期的な集中豪雨に対しては、ダムが初期降雨を貯留することから、河川下
流部の水位上昇を緩和することができる。
○
異常渇水に対して、利水機能を保有しているため、渇水被害を最小限とする
ことができる。
○

・ 川内沢川の改修 C＝133億円 ・ 川内沢川の改修 　C＝80億円
・ 放水路の開削 　C＝217億円 ・ 放水路の開削 　　C＝165億円
・ 維持管理費（河川維持管理）　C=6億円 ・ 維持管理費（ダム+河川維持管理）　C=15億円

・ 川内沢ダム（洪水調節+利水）の建設　 C＝ 80億円

合計　　　　　　　　356億円
　　　　　　　　　　　（洪水防御）

合計　　　　　　　 340億円
　　　　　　　　　（洪水防御+利水補給）

総合評価
※維持管理費は50年間分を想定

施設整備

川内沢川改修の
基本方針に対して

⑥ダム＋放水路＋現河道拡幅（案）

川内沢川下流部の臨空工業団地区間の用地買収は必要ない。
○

川内沢川下流部の臨空工業団地区間の用地買収は必要ない。
○

歴史ある南貞山運河が、現在の姿で残すことが可能である。
○

⑤放水路＋現河道拡幅（案）

歴史ある南貞山運河が、現在の姿で残すことが可能である。
○

総 事 業 費

利水効果及び河川
環境に対して

△ ○

JR 東部道路

135

40 7 80 130 10 30

103

　　 南貞山運河

放水路90

　　　川内沢川

ダム

JR 東部道路

135

115 130 10 30

103

　　 南貞山運河

放水路120

　　　川内沢川

40 95

治水方式

保有機能
・

・

洪水防御

（利水補給なし）

・

・

洪水防御

利水補給（既得農業用水、正常流量）

洪水処理
の考え方

・ 放水路を設けるとともに、分流地点上流河道の拡幅を行う。 ・ ダムにより調節を行うとともに放水路を設ける。更に分流地点上流河道の拡
幅を行う。

・ 川内沢川の改修（6.0km） ・ 川内沢川の改修（6.0km）
・ 放水路の開削（L＝5.6km） ・ 川内沢ダムの建設（V＝170万m3）

・ 放水路の開削（L＝5.6km）

計画概要

(m3/s) (m3/s)

・ ・

・ ・

・ 上流部改修済み区間の再改修が必要となる。
×

・ 上流部の改修済み区間の大規模な再改修は発生しない。
○

・ 利水効果はなし。
現在と同様な流況のまま川幅だけが拡くなることから、特に上流側は、水面
幅、水深が小さく河川環境としての多様性は乏しい
×

・ ダムから利水容量が補給されるため、渇水被害の軽減等が図られる。
ダムから正常流量が供給されるため、自然豊かな河川環境の創出が可能。
○

・ 6案と同等の利水機能を持つ利水専用ダムを別途建設した場合、55億円の建
設費が必要となる。
×

・ 6案の治水機能と同等の治水専用ダムの建設費は65億円であり、+15億円を投
じることで、利水機能を持つ多目的ダムとすることができる。
○

その他異常洪水、
異常渇水に対して

・

・

短期的な集中豪雨に対しては、貯留施設がないことから、河川下流部に急激
な水位上昇を与えるおそれがある。
×
異常渇水に対して、利水機能を持たないため、深刻な渇水被害が発生するお
それがある。
×

・

・

短期的な集中豪雨に対しては、ダムが初期降雨を貯留することから、河川下
流部の水位上昇を緩和することができる。
○
異常渇水に対して、利水機能を保有しているため、渇水被害を最小限とする
ことができる。
○

・ 川内沢川の改修 C＝133億円 ・ 川内沢川の改修 　C＝80億円
・ 放水路の開削 　C＝217億円 ・ 放水路の開削 　　C＝165億円
・ 維持管理費（河川維持管理）　C=6億円 ・ 維持管理費（ダム+河川維持管理）　C=15億円

・ 川内沢ダム（洪水調節+利水）の建設　 C＝ 80億円

合計　　　　　　　　356億円
　　　　　　　　　　　（洪水防御）

合計　　　　　　　 340億円
　　　　　　　　　（洪水防御+利水補給）

総合評価
※維持管理費は50年間分を想定

施設整備

川内沢川改修の
基本方針に対して

⑥ダム＋放水路＋現河道拡幅（案）

川内沢川下流部の臨空工業団地区間の用地買収は必要ない。
○

川内沢川下流部の臨空工業団地区間の用地買収は必要ない。
○

歴史ある南貞山運河が、現在の姿で残すことが可能である。
○

⑤放水路＋現河道拡幅（案）

歴史ある南貞山運河が、現在の姿で残すことが可能である。
○

総 事 業 費

利水効果及び河川
環境に対して

△ ○

JR 東部道路

135

40 7 80 130 10 30

103

　　 南貞山運河

放水路90

　　　川内沢川

ダム

JR 東部道路

135

115 130 10 30

103

　　 南貞山運河

放水路120

　　　川内沢川

40 95

治水方式

保有機能
・

・

洪水防御

（利水補給なし）

・

・

洪水防御

利水補給（既得農業用水、正常流量）

洪水処理
の考え方

・ 放水路を設けるとともに、分流地点上流河道の拡幅を行う。 ・ ダムにより調節を行うとともに放水路を設ける。更に分流地点上流河道の拡
幅を行う。

・ 川内沢川の改修（6.0km） ・ 川内沢川の改修（6.0km）
・ 放水路の開削（L＝5.6km） ・ 川内沢ダムの建設（V＝170万m3）

・ 放水路の開削（L＝5.6km）

計画概要

(m3/s) (m3/s)

・ ・

・ ・

・ 上流部改修済み区間の再改修が必要となる。
×

・ 上流部の改修済み区間の大規模な再改修は発生しない。
○

・ 利水効果はなし。
現在と同様な流況のまま川幅だけが拡くなることから、特に上流側は、水面
幅、水深が小さく河川環境としての多様性は乏しい
×

・ ダムから利水容量が補給されるため、渇水被害の軽減等が図られる。
ダムから正常流量が供給されるため、自然豊かな河川環境の創出が可能。
○

・ 6案と同等の利水機能を持つ利水専用ダムを別途建設した場合、55億円の建
設費が必要となる。
×

・ 6案の治水機能と同等の治水専用ダムの建設費は65億円であり、+15億円を投
じることで、利水機能を持つ多目的ダムとすることができる。
○

その他異常洪水、
異常渇水に対して

・

・

短期的な集中豪雨に対しては、貯留施設がないことから、河川下流部に急激
な水位上昇を与えるおそれがある。
×
異常渇水に対して、利水機能を持たないため、深刻な渇水被害が発生するお
それがある。
×

・

・

短期的な集中豪雨に対しては、ダムが初期降雨を貯留することから、河川下
流部の水位上昇を緩和することができる。
○
異常渇水に対して、利水機能を保有しているため、渇水被害を最小限とする
ことができる。
○

・ 川内沢川の改修 C＝133億円 ・ 川内沢川の改修 　C＝80億円
・ 放水路の開削 　C＝217億円 ・ 放水路の開削 　　C＝165億円
・ 維持管理費（河川維持管理）　C=6億円 ・ 維持管理費（ダム+河川維持管理）　C=15億円

・ 川内沢ダム（洪水調節+利水）の建設　 C＝ 80億円

合計　　　　　　　　356億円
　　　　　　　　　　　（洪水防御）

合計　　　　　　　 340億円
　　　　　　　　　（洪水防御+利水補給）

総合評価
※維持管理費は50年間分を想定

施設整備

川内沢川改修の
基本方針に対して

⑥ダム＋放水路＋現河道拡幅（案）

川内沢川下流部の臨空工業団地区間の用地買収は必要ない。
○

川内沢川下流部の臨空工業団地区間の用地買収は必要ない。
○

歴史ある南貞山運河が、現在の姿で残すことが可能である。
○

⑤放水路＋現河道拡幅（案）

歴史ある南貞山運河が、現在の姿で残すことが可能である。
○

総 事 業 費

利水効果及び河川
環境に対して

△ ○

JR 東部道路

135

40 7 80 130 10 30

103

　　 南貞山運河

放水路90

　　　川内沢川

ダム

JR 東部道路

135

115 130 10 30

103

　　 南貞山運河

放水路120

　　　川内沢川

40 95

356億円 340億円

洪水防御＋利水補給洪水防御のみ

H19.7時点資料



（７）計画高水流量
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増田川 川内沢川

● 増田川〃川内沢川については以下の図のとおり
● 南貞山運河については〃五間堀川圏域での検討と同様
● 中貞山運河については〃流量は０配分

170 40→ 60→ 110→ 220→

樽水ダム

JR東北
本線

国道
4号

JR東北
本線

国道
4号

仙台東部
道路

川内沢
ダム

50→
(85)

80→
(115)

95→
(130) 10→ 30(150)→

90

30

45→ 5→

10

広浦

広浦



（８）増田川圏域整備区間（平面図）
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川内沢ダム

増田川
整備区間

中貞山運河
整備区間

川内沢川
(放水路)整備区間

南貞山運河
整備区間

川内沢川
整備区間

寺野橋

広浦



（９）増田川圏域整備区間（横断図）
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南貞山運河 横断図

約70m

川内沢川(放水路) 横断図

約40m

増田川 横断図

約50m

凡例
現況地形
計画断面



（１０）河口部の堤防の考え方（地盤沈下）
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増田川震災前後
の地盤高比較

0.25m

● 地盤沈下の影響により地盤高を一律
40cmスライドダウンし〃水位を計算

2000年
補正量0.25m



（１０）河口部の堤防の考え方（地盤沈下）
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川内沢川震災前後
の地盤高比較

0.20m

● 地盤沈下の影響により地盤高を一律
40cmスライドダウンし〃水位を計算

2000年
補正量0.15m

● L１津波に対応した堤防整備の
考え方は五間堀川圏域と同様



３．五間堀川圏域及び増田川圏域の
河川の適正な利用及び流水の
正常な機能の維持に関する事項

32



（１）五間堀川及び増田川圏域の利水面の目標

33

●五間堀川〃増田川〃川内沢川については〃動植物の保護〃流水

の清潔の保持及び農業用水を中心とした水利用に対して〃10年

に一度の渇水時においても対応可能な水量の確保に向けて〃

データを蓄積しつつ〃調査検討の実施

●そのほかの河川は〃現状の水量・水質の把握に努め〃必要性・

緊急性に応じて正常な機能の維持に必要な流量を検討



（２）実施内容（利水）

34

●五間堀川圏域(五間堀川)〃増田川圏域(川内沢川)の流水の正常な

機能を確保するため〃10年に一回程度起こりうる渇水時において

も，河川環境の保全，清潔の保持及び農業用水の安定的な利用が

可能となるよう，調査・検討を実施(基準渇水流量の確保)

●川内沢川については〃川内沢ダムからの適切な補給水量〃必要な

利水容量の設定などに向けた調査・検討を実施

●増田川をはじめ〃その他の河川については〃水量・水質及び農業

用水などの水利用状況の把握を行い〃必要性・緊急性に応じて正

常な機能の維持に必要な流量の検討を実施



４．五間堀川圏域及び増田川圏域の
河川環境の整備と保全に関する
事項

35



（１）五間堀川及び増田川圏域の環境面の目標

36

●魚類をはじめとする動植物の生態をよく把握し〃可能な限り動
植物の生育・生息環境の保全と再生に配慮した整備

●水質環境基準については〃引き続き環境基準を満足できるよう
河川の水質を保全

●五間堀川下流の貞山運河区間については〃クロマツ林やヒヌマ
イトトンボなどの自然景観・自然環境に配慮した整備

●川内沢川などで整備を行う際には〃田園地帯など豊かな自然環
境や周辺都市空間と調和した景観に配慮

●自然とのふれあい〃環境学習〃レクリエーションなどが可能と
なるよう親水性のある川づくりや利活用方策を検討



（２）実施内容（環境保全）

37

【動植物の生育・生息環境の保全】
●河道掘削などの河川工事の実施にあたっては〃多自然工法などに

より可能な限り動植物の生息・生育環境の保全・再生に配慮
・自然材料を用いた河川整備
・低々水路を設け一様とならないような河道整備

●特に貞山運河・赤井江については〃震災前にはヒヌマイトトンボ
やオオタカなどの希少種が確認されていることから〃自然環境の
復元に十分配慮した工事を実施

●災害復旧区間については，施工計画時〃工事実施時〃完了時の各
段階で環境アドバイザー制度を活用しながら自然環境と共存した
復旧工事を行うと共に早期に復興を推進



必要に応じ再度〃
助言・指導

（３）環境アドバイザー制度の活用

38

○ 各河川・海岸の堤防復旧の施工方法〃施工時期及び施工時の配慮事項について〃アドバイザーか
ら助言・指導

○ 工事中においても〃必要に応じアドバイスを受け〃環境に配慮した施設整備を実施。

施工計画等へ反映
(施工業者・発注者)

発注者〃施工業者〃
アドバイザーによる
配慮事項の確認・調整

【目的】河川・海岸堤防の復旧を進めるにあたって,自然環境（動植物）への配慮事項について,専門
家・学識者より助言・指導を受け,自然環境と共存した復旧工事を行うと共に早期に復興を進めるもの



（４）実施内容（水質の保全）

39

【水質の保全】
●圏域内河川の継続的な調査などにより，水質データを蓄積し〃水

質の変動を把握
●市町などの関係機関と連携し,流域内の下水道整備等汚濁負荷削減策

の取組への支援と共に出前講座を通じた広報・啓発活動の実施

出前講座による啓発活動 樽水ダムにおける水循環勉強会



（５）実施内容（人と河川とのふれあいの場の確保）

40

【人と河川のふれあいの場の確保】
●既存施設を有効に利用するために関係機関〃地域住民と連携した

取組など〃より一層の利活用の促進
●都市部におけるまちづくりと一体となった親水空間の創出に向け

た支援

増田川 ふれあい広場祭り 増田川沿いの下増田地区公園



５．五間堀川圏域及び増田川圏域の
河川の維持管理内容について

41



（１）五間堀川及び増田川圏域の維持管理面の目標

42

●河道〃堤防などの河川管理施設が〃本来の機能を発揮できるよ

う適正な維持管理や機能保持

●堆積土砂撤去〃支障木伐採については〃河積阻害率20%以下と

なるよう適切に実施し〃治水安全度を保持



（２）実施内容（堤防・河道の維持管理）

43

【堤防・河道の維持管理】
●河川巡視により〃亀裂や洗掘などの異常箇所の早期発見及び補修
●「河川維持管理計画(案)(H19.4)」に基づき〃除草，支障木伐採

及び堆積土砂撤去などの実施
●広浦については〃土砂堆積状況を定期的に観測し〃流水阻害など

の場合は〃関係機関と協議し〃土砂撤去などの維持管理を検討

堤防の除草 広浦の状況(震災前)



６．河川整備計画（素案）について

44



（１）五間堀川圏域河川整備計画（素案）

45

●計画対象期間 今後30年間
●計画対象区間 五間堀川 20,671m

志賀沢川 7,417m
●目標とする洪水の治水安全度 50年に一度程度の降雨（計画日雨量300mm）

昭和23年9月のアイオン台風による洪水と同規模

計画の
目標

【治水】 洪水から貴重な生命・財産を守り安全で安心できる地域づくり
津波や高潮被害を最小限にするための目標を定め、計画的な対策を実施
広域的に発生した地盤沈下に対応した河川計画の策定・見直し

【利水】 かんがい用水や生活用水等の安定供給
【環境】 多様な動植物が生息・生育する潤いとやすらぎのある豊かな水辺の創出

基本的な
考え方

治水 環境

利水
維持
管理

●50年に一度程度の降雨（五間堀川圏域：計画日雨量300mm）が発生した場合に想
定される洪水に対する浸水防止

●超過洪水（昭和61年8月豪雨〃平成6年9月洪水など）が発生した場合でも氾濫被害
を軽減できるよう危機管理体制の強化，地域防災力の強化

●高潮・津波からの被害の防止〃軽減を図るために河口部では明治三陸地震規模の津
波遡上高に対応し，堤防の高さをT.P+3.7mに設定

●五間堀川圏域を含めた仙台平野東部低平地の内水対策を関係機関と連携しながら対
策を検討

●五間堀川については〃動植物の保護〃流水の清潔の保持及び農業用水を中心とした
水利用に対して〃10年に一度の渇水時においても対応可能な水量の確保に向けて〃
データを蓄積しつつ〃調査検討の実施

●そのほかの河川は〃現状の水量・水質の把握に努め〃必要性・緊急性に応じて正常
な機能の維持に必要な流量を検討

●魚類をはじめとする動植物の生態をよく把握し〃可能な限り動植物の生育・生息環
境の保全と再生に配慮した整備

●水質環境基準については〃引き続き環境基準を満足できるよう河川の水質を保全
●五間堀川下流の貞山運河区間については〃クロマツ林やヒヌマイトトンボなどの自

然景観・自然環境に配慮した整備
●川内沢川などで整備を行う際には〃田園地帯など豊かな自然環境や周辺都市空間と

調和した景観に配慮
●自然とのふれあい〃環境学習〃レクリエーションなどが可能となるよう親水性のあ

る川づくりや利活用方策を検討

●河道〃堤防などの河川管理施設が〃本来の機能を発揮できるよう適正な維持管理や
機能保持

●堆積土砂撤去〃支障木伐採については〃河積阻害率20%以下となるよう適切に実施
し〃治水安全度を保持

【目標】 【目標】

【目標】 【目標】

【整備の内容】
【整備の内容】

【整備の内容】
【整備の内容】

   

S19 319

全体計画 320

①

S19 39

全体計画 30

②

S19 173

全体計画 180

③

S19 19

全体計画 20

④

S19 170

全体計画 180

⑤

S19 201

全体計画 210

⑥

S19 219

全体計画 230

⑦

S19 219

全体計画 230

⑧

1/50規模

赤井江排水機場
10m3/s

P

赤井江
遊水池

五間堀川
貞山運河区間
(L=7,550m)

五間堀川
志賀沢工区
(L=2,500m)

五間堀川
下流工区

(L=2,600m)

流量配分図 平面図

●五間堀川圏域(五間堀川) の流水の

正常な機能を確保するため〃10

年に一回程度起こりうる渇水時に

おいても，河川環境の保全，清潔

の保持及び農業用水の安定的な利

用が可能となるよう，調査・検討

を実施(基準渇水流量の確保)

●その他の河川については〃水量・

水質及び農業用水などの水利用状

況の把握を行い〃必要性・緊急性

に応じて正常な機能の維持に必要

な流量の検討を実施

【動植物の生育・生息環境の保全】
●河道掘削などの河川工事の実施にあたっては〃多自然工
法などにより可能な限り動植物の生息・生育環境の保全・
再生に配慮
・自然材料を用いた河川整備
・低々水路を設け一様とならないような河道整備

●特に貞山運河・赤井江については〃震災前にはヒヌマイ
トトンボやオオタカなどの希少種が確認されていることか
ら〃自然環境の復元に十分配慮した工事を実施

●災害復旧区間については，施工計画時〃工事実施時〃完
了時の各段階で環境アドバイザー制度を活用しながら自然
環境と共存した復旧工事を行うと共に早期に復興を推進

【水質の保全】
●圏域内河川の継続的な調査などにより，
水質データを蓄積し〃水質の変動を把握

●市町などの関係機関と連携し,流域内の下水道整
備等汚濁負荷削減策の取組への支援と共に出前
講座を通じた広報・啓発活動の実施

【人と河川のふれあいの場の確保】
●既存施設を有効に利用するために関係機
関〃地域住民と連携した取組など〃より
一層の利活用の促進

●都市部におけるまちづくりと一体となっ
た親水空間の創出に向けた支援

【堤防・河道の維持管理】
●河川巡視により〃亀裂や洗掘などの異常箇所の早期発見及び補修
●「河川維持管理計画(案)(H19.4)」に基づき〃除草，支障木伐採及び堆積土砂撤去

などの実施

堤防の除草

白石川

稲荷山堰

三又頭首工

農業用水路
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●計画対象期間 今後30年間
●計画対象区間 増田川〃川内沢川〃南貞山運河〃中貞山運河

上町川〃田高沢川〃七沢川〃二流沢川
●目標とする洪水の治水安全度 50年に一度程度の降雨（計画日雨量309mm）

昭和23年9月のアイオン台風による洪水と同規模

計画の
目標

【治水】 洪水から貴重な生命・財産を守り安全で安心できる地域づくり
津波や高潮被害を最小限にするための目標を定め、計画的な対策を実施
広域的に発生した地盤沈下に対応した河川計画の策定・見直し

【利水】 かんがい用水や生活用水等の安定供給
【環境】 多様な動植物が生息・生育する潤いとやすらぎのある豊かな水辺の創出

基本的な
考え方

治水 環境

利水

維持
管理

●50年に一度程度の降雨（増田川圏域：計画日雨量309mm）が発生した場合に想定
される洪水に対する浸水防止

●超過洪水（昭和61年8月豪雨〃平成6年9月洪水など）が発生した場合でも氾濫被害
を軽減できるよう危機管理体制の強化，地域防災力の強化

●高潮・津波からの被害の防止〃軽減を図るために河口部では明治三陸地震規模の津
波遡上高に対応し，堤防の高さをT.P+3.7mに設定

●五間堀川圏域を含めた仙台平野東部低平地の内水対策を関係機関と連携しながら対
策を検討

●川内沢川については〃動植物の保護〃流水の清潔の保持及び農業用水を中心とした水利用に
対して〃10年に一度の渇水時においても対応可能な水量の確保に向けて〃データを蓄積し
つつ〃調査検討の実施

●そのほかの河川は〃現状の水量・水質の把握に努め〃必要性・緊急性に応じて正常な機能の
維持に必要な流量を検討

●魚類をはじめとする動植物の生態をよく把握し〃可能な限り動植物の生育・生息環
境の保全と再生に配慮した整備

●水質環境基準については〃引き続き環境基準を満足できるよう河川の水質を保全
●五間堀川下流の貞山運河区間については〃クロマツ林やヒヌマイトトンボなどの自

然景観・自然環境に配慮した整備
●川内沢川などで整備を行う際には〃田園地帯など豊かな自然環境や周辺都市空間と

調和した景観に配慮
●自然とのふれあい〃環境学習〃レクリエーションなどが可能となるよう親水性のあ

る川づくりや利活用方策を検討

●河道〃堤防などの河川管理施設が〃本来の機能を発揮できるよう適正な維持管理や
機能保持

●堆積土砂撤去〃支障木伐採については〃河積阻害率20%以下となるよう適切に実施
し〃治水安全度を保持

【目標】 【目標】

【目標】

【目標】

【整備の内容】
【整備の内容】

【整備の内容】

【整備の内容】

●増田川圏域(川内沢川)の流水の正常な機能を確保するため〃10年に一回程度起こりうる渇
水時においても，河川環境の保全，清潔の保持及び農業用水の安定的な利用が可能となる
よう，調査・検討を実施(基準渇水流量の確保)

●川内沢川については〃川内沢ダムからの適切な補給水量〃必要な利水容量の設定などに向け
た調査・検討を実施

●増田川をはじめ〃その他の河川については〃水量・水質及び農業用水などの水利用状況の把
握を行い〃必要性・緊急性に応じて正常な機能の維持に必要な流量の検討を実施

【動植物の生育・生息環境の保全】
●河道掘削などの河川工事の実施にあたっては〃多自然工
法などにより可能な限り動植物の生息・生育環境の保全・
再生に配慮
・自然材料を用いた河川整備
・低々水路を設け一様とならないような河道整備

●特に南貞山運河ついては〃震災前にはヒヌマイトトンボ
やオオタカなどの希少種が確認されていることから〃自然
環境の復元に十分配慮した工事を実施

●災害復旧区間については，施工計画時〃工事実施時〃完
了時の各段階で環境アドバイザー制度を活用しながら自然
環境と共存した復旧工事を行うと共に早期に復興を推進

【水質の保全】
●圏域内河川の継続的な調査などにより，
水質データを蓄積し〃水質の変動を把握

●市町などの関係機関と連携し,流域内の下水道整
備等汚濁負荷削減策の取組への支援と共に出前
講座を通じた広報・啓発活動の実施

【人と河川のふれあいの場の確保】
●既存施設を有効に利用するために関係機
関〃地域住民と連携した取組など〃より
一層の利活用の促進

●都市部におけるまちづくりと一体となっ
た親水空間の創出に向けた支援

【堤防・河道の維持管理】

●河川巡視により〃亀裂や洗掘などの異常

箇所の早期発見及び補修

●「河川維持管理計画(案)(H19.4)」に基づ

き〃除草，支障木伐採及び堆積土砂撤去

などの実施

●広浦については〃土砂堆積状況を定期的

に観測し〃流水阻害などの場合は〃関係

機関と協議し〃土砂撤去などの維持管理

を検討

堤防の除草

広浦の状況
（震災前）
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ご清聴ありがとうございました
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